
                            別紙1 

大分県庁舎警備業務委託仕様書 
 

 この仕様書は、委託者（以下「甲」という。）と受託者（以下「乙」という。）が締

結した委託契約に基づき、乙が履行しなければならない業務等について必要な事項を

定める。 

１ 警備の目的 

 県庁舎敷地及び施設（以下「県庁舎」という。）の秩序を維持し、火災、盗難、破壊 

等のあらゆる事故の発生を警戒し防止することにより、財産の保全と人心の安全を図 

り、業務の円滑な運営に寄与することを目的とする。 

２ 委託業務の内容 

(1)  時間外及び閉庁日警備業務 

(2)  外来者駐車場整理業務 

(3)  議会棟等警備業務 

(4)  議会棟駐車場整理業務 

(5)  県庁舎別館警備業務 

なお、閉庁日とは、大分県の休日を定める条例（平成元年大分県条例第 21 号）第１ 

条第１項に掲げる日をいい、開庁日とは、閉庁日以外の日をいう。 

３ 各業務の対象施設 

(1)時間外及び閉庁日警備業務 

  施設名称 所在地 構造・規模  敷地面積  延床面積 
 
県庁舎本館（以下
「本館」という。）及
び車庫棟及び付属棟 

 
 
大分市
大手町 
３丁目
１番１
号 

 
鉄骨鉄筋コン
クリート造 
地上９階 
地下２階 

  
 
30,752.78 ㎡ 
 

 
公用車駐車場 

  
鉄骨造 
地上４階 
 

22,048.01 ㎡ 
 
 
 

 
4,964.00 ㎡ 

 
県庁舎新館 
（以下、「新館」とい
う。）及び受変電施設 
 

  
鉄骨造 
地上 16 階 
ヘリポート階 
地下２階 
 

  
 
25,480.36 ㎡ 

 
県庁舎別館 
（以下、「別館」とい
う。）及び受変電施設 

 
大分市
府内町 
３丁目
１０番
１号 
 

 
鉄筋コンクリ
ート造 
地上９階 
地下１階 
 

 
 
  4,190.76 ㎡ 
 

 
 
12,511.41 ㎡ 



 (2) 外来者駐車場整理業務 

  ア 本館外来者駐車場（駐車台数４２台） 

  イ 別館外来者駐車場（駐車台数３１台） 

   ウ 公用車駐車場（駐車台数２７７台） 

 (3) 議会棟等警備業務 

  ア 本館議会棟２階議場、３階傍聴席 

  イ 新館１階、２階、３階（１階の玄関受付及びエレベーターホールを除く。） 

(4) 議会棟駐車場整理業務 

  ア 議会棟前駐車場（駐車台数２０台） 

(5) 県庁舎別館警備業務 

  ア 別館１階玄関 

  イ 別館地下１階から地上９階まで及び屋上 

４ 業務実施上の遵守事項 

(1)  乙は、委託業務の実施に当たり、次に掲げる事項について、直接委託業務に従事 

する者（以下「警備員」という。）を教育・指導するものとする。 

  ア  業務実施に当たっては、警備業法、消防法、労働安全衛生法、労働基準法、最

低賃金法、雇用保険法、健康保険法、大分県庁舎等管理規則、大分県防火等管

理規程、大分県議会面会人等取扱規則及びその他関係法令を遵守し、誠実、迅

速かつ効果的に行うこと。 

  イ 業務実施に当たっては、服務規律を厳正にし、入退庁者への対応については、

言語態度等に注意するとともに、円滑かつ丁寧に行うこと。 

 ウ 業務の実施に際しては、甲と緊密な連携を保持して、常に適正な業務を行うこ

と。 

(2)  業務の実施中において、県庁舎等に破損、汚損又は故障を発見したとき及び庁 

舎管理上支障が生じる恐れのある状況を発見した場合は、速やかに甲が指定する

職員に報告するとともに、その対応について協議すること。 

(3)  乙及び警備員は、業務遂行上知り得た秘密事項を一切他に漏らしてはならな

い。 

(4)  災害発生時には情報収集用のテレビを監視詰所に配備する（テレビは甲が手配 

する）。災害情報収集以外の目的で視聴しないこと。 

(5)  警備員が出勤に用いる自転車及び自動二輪車については、駐輪場を使用でき

る。外来者駐車場整理業務、議会棟等警備業務、議会棟駐車場整理業務及び県庁

舎別館警備業務に従事する警備員については、出勤に用いる自動車を庁舎敷地内

に駐車することはできない。時間外及び閉庁日警備業務に従事する警備員につい

ては、出勤に用いる自動車を庁舎敷地内に駐車することは可とする。 

５ 実施計画書等の提出 



(1)  乙は、業務の実施に当たり、警備業法第 19 条に定める書面の他、警備に従事す

る者を定めた以下の書面（様式は甲乙協議のうえ別途定める）を提出し、甲の承

認を得るものとする。 

ア 警備員の名簿 

  詳細は６（３）のとおり。 

    （契約初年度に限り、契約開始日から 10 日以内。以後、変更の都度速やかに

提出。） 

  イ 月間警備員配置計画書 

    前月末日まで（最初初月分に限り契約開始日から 10 日以内） 

(2)  乙は、業務実施後、警備日誌（様式は甲乙協議のうえで別途定める。）及び下記

の簿冊を毎日の勤務終了後（時間外及び閉庁日警備業務にあっては翌日８時 30 分

（閉庁日にあっては次の開庁日とする。）までに、外来者駐車場整理業務にあって

は当日 17時まで）に提出し、甲の指定する者の確認を得るとともに、甲の指定す

る者に引き継ぐものとする。 

ア 時間外登退庁者名簿 

イ 時間外部外者出入簿 

ウ 時間外県庁舎外来駐車場利用者名簿 

エ ＩＤカード（鍵）受渡簿 

オ 拾得物受付台帳 

カ その他必要な簿冊 

６ 警備員 

(1)  警備員の要件 

 次の各号に定める要件を具備した適格な警備員を配置しなければならない。 

ア 心身に著しい欠陥を有せず、警備業務を行うための知識と経験と能力を有する

者であること。 

  イ 身元が確実で、素行が正しい者であること。 

  ウ 責任感を有し、かつ、公共施設の品位を損なう恐れがない者であること。 

(2) 現場代理人・副現場代理人 

    乙は、警備員を指揮監督するため、以下の者を専任で配置しなければならない。 

  ア 現場代理人  １名 

①時間外及び閉庁日警備業務に従事すること。 

②資格要件（以下のいずれかに該当すること。） 

（ア）警備業法第 22 条で定める警備員指導教育責任者の資格所有者 

（イ）同法第 23条で定める施設警備業務２級以上の検定資格を有する者 

（ウ）同等の警備業務の経験を通算５年以上有する者 

 イ 副現場代理人  ２名 



①時間外及び閉庁日警備業務に従事する者から１名、外来者駐車場整理業務また

は議会棟等警備業務に従事する者から１名を配置すること。 

②資格要件（以下のいずれかに該当すること。） 

（ア）警備業法第 22 条で定める警備員指導教育責任者の資格所有者 

（イ）同法第 23条で定める施設警備業務２級以上の検定資格を有する者 

（ウ）同等の警備業務の経験を通算３年以上有する者 

(3)  警備員の名簿 

乙は、警備員の名簿（様式は甲乙協議のうえで別途定める。）に履歴書、写真

及び資格免許等の写しを添えて、原則として配置する２週間前までに甲に提出

し承認を得ること（緊急の場合を除く）。 

また、警備員に変更が生じる場合は、２週間前に上記の書類を甲に提出し承

認を得ること。（緊急の場合を除く） 

     なお、警備員の変更に伴う引継ぎについては十分な期間をとること。     

急な退職と補充により、やむを得ず２週間前までに提出ができない場合は、現

場代理人や他の警備員は、ともに業務を行いながら指導と研修、引継ぎを十分に

行うこと。 

警備員名簿には以下の情報を記載すること。 

      〇警備員氏名 

      〇経験年数（仕様に定める経験年数を満たしているか確認するため。） 

      〇自宅住所（大字まで記載されていれば可。代替要員や応援が急遽必要とな

った場合に備えて、速やかに出勤できる住所に居住している者を配置して

いるか確認するため。） 

      〇資格の有無（仕様書に定める資格を有しているか確認するため。） 

 

    乙は、以下の書類の複写の提出もしくは提示を求められた場合は応じること。 

     〇健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書 

     〇健康保険証 

     〇給与支払報告書（地方税法第 317 条の６） 

     〇特別徴収税額決定通知書（地方税法第 321 条の４第１項） 

     〇労働者名簿（労働基準法第 107 条） 

     〇賃金台帳（労働基準法第 108条） 

     〇上記の他甲が必要と認めた書類 

※書類にマイナンバーが記載されている場合は、漏洩防止のためマスキング等によ

りこれを表示しないこと。 

 (4) 服装・携行品 

   乙は、業務を実施するに当たり、警備員に対して業務にふさわしい統一された

制服、制帽を着用させ、乙の発行する身分証明書を常時携行させなければならな

い。 

 



(5)  代替要員 

  乙は、警備員の体調不良や家庭事情等やむを得ない事情により急に出勤できな

い場合であっても仕様書に定める業務を遂行できるように代替要員を用意しなけ

ればならない。 

(6)  研修・指導 

乙は、業務に必要なスキルを向上させるための研修や指導を継続して実施するこ 

  と。なお、研修に要する経費は乙の負担とする。 

  「８ 時間外及び閉庁日警備業務実施要領」に記す業務時間中に火災が発生した

際に、適切な避難誘導を行うための避難誘導放送機器や火災受信機操作ができるよ

うな研修や指導も含めるものとする。 

(7)  業務改善 

  甲は、警備員が業務遂行上不適格と認めたときは、その理由を乙に明示し、業

務改善について意見を述べることができる。乙は、この請求を受けたときはただ

ちに調査し、速やかに乙の責任において業務遂行能力を有するように努め、又

は、業務遂行能力を有する者に交代すること。 

７ 経費負担及び施設等の提供 

   甲は、乙が業務を実施するために必要な電気、水道、ガス及び電話設備並びに次

の施設、機器を提供するものとし、乙は、提供物件を常に整理整頓し善良な管理に

おいて使用するものとする。 

 (1) 監視詰所のうち、業務実施上必要とする部分（冷蔵庫、電子レンジなど福利厚生 

  に用いる物品については乙の負担とする。） 

 (2) 仮眠室（仮眠室内の寝具等の設置及び維持管理については、乙の負担とする。） 

 (3) 机及び椅子、飛沫飛散防止のビニールカーテン等                                                                                       

 (4) 監視詰所に配備するテレビ（NHK 受信契約は甲で締結する。） 

(5) 公用携帯電話 

８ 時間外及び閉庁日警備業務実施要領 

(1) 業務時間 

   開庁日 １７：００～翌日の８：３０ 

   閉庁日  ８：３０～翌日の８：３０ 

 (2) 配置人員 

     ３名 

       (1)の業務時間は、下記(4)～(10)の業務に常時１名以上配置すること。交代

で仮眠や休憩及び待機は可とする。監視詰所は不在にならないようにするとと

もに、異常事態が生じた際に迅速に対応できるようにすること。 

(3) 火災・災害等緊急時の措置 

  ア 火災その他緊急事態が発生した場合には、警備員は現場において迅速かつ的確     

に初期消火（火災受信機や消火器消火栓操作を含む。）、消防署への通報、負傷者

の救護等必要な措置（避難誘導放送を含む。）を行う。 



   イ  甲が別途発注する「県庁舎等施設保守管理業務委託」の受託者（閉庁日・時間

外は新館地下２階に１名常駐）とも必要に応じて協働し、初期消火対応にあたる

こと。 

  ウ  警備員は、上記初期消火や避難誘導放送方法を十分に習得すること。習得方法     

   は以下のとおり。 

   〇甲が別途発注する消防設備点検業務の受注業者からの操作方法の説明を受け

る。（甲が指示した場合には、点検日時にあわせて警備員を配置させること。） 

   〇監視職員から操作方法の説明を受ける。 

   〇監視詰所に備え付けられている操作マニュアルを読む。 

   〇エの防災総合訓練等に参加し、実際に機器操作を行う。 

   〇その他甲乙別途協議する方法。 

エ 乙は、甲が実施する防災総合訓練等に警備員を参加させなければならない。 

   （訓練当日に加え、事前の消火栓等操作方法説明会への参加を含む。） 

    なお、事前の操作説明に４名以上、訓練当日に４名以上を派遣させること。 

オ 負傷者が発生した場合、消防署に通報し、医療機関への救急搬送を手配する。 

カ 自然災害等が発生した場合は、監視詰所に配置したテレビで災害の情報収集を

行う。 

キ 津波到来時には新館、別館の扉開放を行うこと。 

     新館・別館は津波避難ビルとして指定されている。避難者が入館できるように

扉を開放すること。（津波到来の情報はテレビで収集すること。） 

ク 庁舎内外を巡回し、破損等異常個所を確認するとともに、甲が指定する職員に

報告する。（詳細は（８）イ、ウ及びエのとおり。） 

ケ 本館火災受信機にて火災信号を受信した際は、現地確認を行い誤報か実際の火

災であるかを確認する。現地確認の結果は、非常電話を用いて火災受信機前に待

機している警備員に報告する。 

コ 監視詰所の機械監視装置では、新館及び別館公用車駐車場の火災発生の有無も

表示される。火災発生が表示された場合、警備員２名はその建物に急行する。 

同様に、まずは火災受信機に向かい火災発生場所を確認する。１名は現地に向

かい誤報か実際の火災であるか確認する。 

サ 速やかに連絡体制に基づいて関係者に連絡し指示を受けるとともに、関係機

関、警備会社に連絡し、事態の処理に当たるものとする。 

シ 乙は、火災その他緊急事態が発生した場合において、警備員からの応援要請が

あった場合は、常に対応できる体制を整えておかなければならない。 

 ス 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）が発令された場合は、本館・新館・別館

の扉開放を行うこと。本館・新館・別館は、武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成 16 年法律第 112 号）に基づき、避難施設に指

定されている。（情報はテレビで収集すること） 

 



(4) 県庁舎への各出入口の開閉 

ア 本館、新館及び別館出入口の開閉 

下記時刻に本館、新館及び別館の自動ドアの電源装置スイッチの操作を行うこと 

①開庁日  開扉時刻  ７：００ 

               閉扉時刻 １８：３０ 

②閉庁日  閉 鎖（県の行事等、甲の指示する日を除く。） 

 イ 進入口（ゲート、鎖）の開放及び閉鎖時間 

① 開庁日 開放時間  ８：１０（県庁舎本館東側鎖は７：３０に開放） 

    閉鎖時間 １８：３０（項の指示により、閉鎖時間の変更の場合 

               あり） 

② 閉庁日 閉 鎖（県の行事等、甲の指示する日を除く。） 

(5) 詰所窓口業務 

ア 入退庁者の監視及び案内連絡に努めること。会議室のＩＤ及び鍵の貸し借り

についても対応すること。  

   イ 県庁舎本館における職員（入居団体の職員を含む。以下「職員等」という。）   

   の入庁に関しては、ＩＤカード又は職員証の呈示を求めその確認をすること。 

    ただし、入庁する職員等がＩＤカード、職員証ともに携帯していない場合

は、「時間外登退庁者名簿」に所要事項を記載させ、退庁時においても退庁時

刻を記載させるものとする。 

    また、本館における職員等以外の来庁者の入退庁に関しては、「部外者出入

簿」に必要事項を記入のうえ入退庁させること。 

  ウ 庁舎内に傷病者が発生した場合には必要に応じ消防署に通報し、医療機関へ

の救急搬送を手配すること。あわせて甲が指定する職員にも報告すること。 

(6) 機械監視業務 

ア 機械監視装置により監視し、不審者等の発見及び排除に努めること。 

イ すでに施錠されている部屋を（８）の巡回業務中にマスターキーで開場して

入室すると赤外線パッシブセンサーが作動する。作動する様子は機械監視装置

に表示されるので、この状況を監視することで不審者発見方法を習得するこ

と。 

ウ 本来作動すべき赤外線パッシブセンサーが作動しない、機械監視装置にも表

示されないなどの異常を認めた際には、その旨甲が指定する職員に報告するこ

と。 

エ 新館及び別館は、通用口からＩＤカードにて入退庁するので、監視カメラに

よる確認をすること。 

オ 職員等以外の来庁者の入退庁に関しては、県庁舎新館及び県庁舎別館におい

ては、通用口からのインターホン及び監視カメラにより確認し、用務及び訪問

先を聴取後、遠隔操作で開錠し入庁させること。 



(7) 電話対応 

ア 着信電話への対応 

    乙は甲が供与する「電話応対マニュアル」に準じて品位をもって以下の電話

対応をすること。電話対応時には警備員は名前を名乗ること。 

   ①閉庁日及び閉庁時間において、庁外からの電話を関係各課等に転送すること。 

   ②閉庁日及び閉庁時間において、庁外からの問い合わせへの案内をすること。 

    庁外からの問い合わせ内容によっては、甲が指定する者へ問い合わせ内容の報

告を要する場合がある。その際は、公用携帯電話の電子メール機能を用いて報

告するとともに電話連絡すること。 

  イ 緊急連絡 

    その他、緊急の連絡を要する事項について、連絡網に従った処理をするこ

と。 

(8) 巡回業務 

  ア 県庁舎の定時巡回時間及び実施回数 

   ①開庁日 屋内２回、屋外１回巡回する。 

     １回目 ２２時開始（屋内） 

     ２回目 １時開始（屋内） 

     ３回目 ６時３０分開始（屋外：巡回に引き続き(4)に記す扉や進入口開

放、(9)に記す国旗県旗掲揚作業を行うこと。） 

   ②閉庁日  

     １回目 １０時３０分開始（屋内） 

     ２回目 １４時開始（屋内外） 

     ３回目 １８時開始（屋内） 

     ４回目 ２２時開始（屋内） 

     ５回目 １時開始（屋内） 

     ６回目 ６時３０分（屋内外） 

  庁舎内巡回は１回あたり概ね９０分を要するが、巡回時間が重複しなければ２名 

  で手分けし１名１回あたりの巡回を６０分以内に抑えることも可とする。 

  イ 災害発生時の臨時巡回 

     震度４以上の地震発生時や台風、暴風警報発令時などの災害発生時には、庁内 

  外（公用車駐車場を含む）を巡回し異常の有無を確認のうえ甲に報告すること。 

 ウ 巡回時の注意事項 

   ①廊下、階段、トイレの異常、給湯室の火気、ガスの元栓閉鎖の確認 

 ②業務時間外における各執務室等の施錠の点検、不要照明の消灯 

   ③危険物及び可燃物の異常の発見 

   ④消火器、防火資材の点検（目視） 

   ⑤盗難、火災等の発見、予防 

   ⑥潜伏者等不審者の確認、排除 



   ⑦不審車両、駐車違反車両の排除（屋外巡回時） 

   ⑧看板、外壁等の汚損の有無（屋外巡回時） 

   ⑨倒木、電柱の損傷、ケーブル落下、駐車している車両の損傷等の異常の有無

（災害発生時の臨時巡回時） 

   ⑩壁やガラスの破損、漏水の有無などの異常の有無（災害発生時の臨時巡回時） 

   ⑪来庁者が通過する箇所（玄関前、ピロティ、一般外来駐車場、本館別館連絡通

路）に犬の糞などの美観を損ねる汚物がないか（屋外巡回時）。汚物があれば除

去のうえ清掃すること。犬を散歩させている者を発見した際には、糞は持ち帰

るよう注意すること。 

   ⑫その他あらゆる異常の発見 

 エ 異常発見時の報告 

     破損、汚損、故障等異常があれば、公用携帯電話から甲が指定する職員に通話

で速やかに報告すること。 

     公用携帯電話で異常個所を撮影し、写真を甲が指定する職員に電子メールで送

信すること。 

  オ 拾得物 

     巡回中に拾得物を発見した場合は、習得の場所及び時間を記録し、監視詰所に

おいて「拾得物受付台帳」に記入のうえ、甲に引継ぐこと。 

(9) 国旗、県旗等の掲揚及び降納 

①開庁日：本館屋上に、国旗及び県旗の掲揚・降納をすること（雨天を除く）。 

   ②祝 日：本館屋上に、国旗の掲揚・降納をすること。 

   ③甲が指示する日：本館屋上又は県庁前広場に、国旗の掲揚・降納をすること。 

    掲揚時間  ７：００ 

    降納時間 １７：１０ 

(10) 公用車駐車場 

  ア シャッターの開閉 

    開放時間 開庁日における７：３０ 

    閉鎖時間 開庁日における１９：３０ 

    ただし、これと異なる日時にシャッター開閉操作を指示する場合がある。 

  イ 消灯確認 

    シャッター閉鎖時にはトイレを点検し、照明や換気扇がついたままになって

いないか確認する。ついたままであれば電源を落とすこと。 

  ウ 出入口ゲート対応 

    ゲート開閉が不調の場合は、手動操作により、公用車が円滑に出入庫できる

よう対応すること。 

  エ 火災発生時の対応 

    火災受信機の操作、初期消火対応を行うこと。 

      監視詰所に設置している機器にて、公用車駐車場の火災発生は把握できる。 



９ 外来者駐車場整理業務実施要領 

 (1)業務時間 

   開庁日 本館外来者駐車場 ８：１０～１６：３０ 

       別館外来者駐車場 ８：１０～１６：００ 

 (2)警備人員 

  警備業法に定める交通誘導警備の検定合格証明書を交付された警備員又はこれと

同等程度の能力を有していると甲が認める警備員を、(1)の業務時間に本館及び別

館の外来者駐車場に常時各１名を配置すること。 

 (3)駐車場整理業務 

  ア 各駐車場出入口において、入車しようとする車両については、あらかじめ来

庁目的を聴取し、会議、入札及びヒヤリング等（以下「会議等」という。）へ

の出席者でないこと、駐車時間が２時間以上にわたらないこと、各庁舎に用

務があること（会議等に出席する場合を除く。）を確認したうえで駐車させる

ものとし、それ以外の車両は原則駐車を認めないこと。議会傍聴者について

は駐車を認めること。 

  イ 駐車時間が２時間以上にわたるなどの不審な車両については、警告の紙を当

該車両のワイパーにはさむなどするとともに、注意を与えるなど適切な措置

をとること。 

  ウ 甲の指定する職員からの指示によりカラーコーン、コーンウェイト、コーン

バーを設置・撤去すること（公用車駐車場１階を含む）。協議により、時間外

及び閉庁日警備業務に従事する警備員での対応も可とする。 

  エ その他、当該業務の実施に際しては、善良なる管理者の注意をもって当たる

ものとし、甲の指示に従い業務を行い、甲の指定する職員とは常に連絡を密

にすることにより車両等の盗難及び損傷を未然に防ぐこと。 

１０ 議会棟等警備業務及び議会棟外来者駐車場整理業務実施要領 

 (1) 業務時間 

   開庁日 ７：４５～１７：００（議会閉会中） 

        ７：３０～１７：００（議会開会中） 

 (2) 警備人員 

   １名以上（上記９の外来者駐車場の警備人員と交代で勤務することも可。） 

 (3) 警備業務 

   県議会における秩序と静粛を保つため、随時巡回を行い、不審者（物）の発見等 

  に努める。特に、本会議、委員会等の開催日においては、会議の進行等の妨げと 

  ならないよう細心の注意を払う。 

 (4) 受付業務 

  ア 議員の登退庁の際には出退表示板の操作をする。 



  イ 事務局職員等から本会議場、委員会室及び会議室等の解錠の要請があった場

合には、速やかに応じる。また、使用の終了を確認した際には、速やかに施

錠する。 

  ウ 委員会室（第１、第２）の鍵の貸し出しを行う。貸与の際には、鍵貸し出し

貸与台帳に記載する。 

 (5) 駐車場整理業務 

    駐車場に駐車しようとする車両については、あらかじめ来庁目的を聴取し、

議会と関係のない用務の場合は、一般駐車場を案内すること。 

 (6) その他 

  ア 緊急の場合には議会事務局において指揮命令ができることとする。 

  イ 緊急時の連絡については、用度管財課及び議会事務局へ行うこととする。 

１１ 県庁舎別館警備業務実施要領 

(1) 業務時間 

  開庁日 ８：３０～１７：１５ 

(2) 警備人員   

２名 

(3) 警備内容 

①庁舎１階玄関での監視業務 

  ②庁舎内及び構内の巡回業務 

  ③緊急時の対応業務 

 

 (4) 庁舎１階玄関での監視業務 

  ア 配置人員 

     １名 

  イ 業務内容 

    ①来庁者からの質問に対しては、丁寧に応対・案内等をすること。 

    ②身体の不自由な方などへの案内や手助け等を行うこと。 

 (5)巡回業務 

  ア 業務内容 

１日原則４回、下記の点に留意のうえ、庁舎内及び構内の巡回を行う。 

    ①廊下及び階段の障害物、トイレの異常、給湯室の火気の確認 

    ②ごみ集積所の異常の有無の確認 

    ③駐輪禁止区域に駐輪している自転車等の有無の確認 

    ④盗難、火災等の発見及び予防 

    ⑤潜伏者等不審者の確認及び排除 

    ⑥看板及び外壁の汚損の有無の確認 

    ⑦その他あらゆる異常の発見 

  イ 巡回業務の注意点 



    ①巡回中、異常又はその恐れに気づいたときは、甲が貸与する別館巡回用スマ 

     ―トフォンで速やかに甲が指定する職員に報告すること。 

    ②巡回中に拾得物を発見した場合は、別館受付にて、拾得の場所及び時間を 

     記録のうえ引継ぐこと。 

    ③雨天時は、本館との連絡通路に配置している傘に注意し、配置が本館又は別 

     館に偏っている場合は、均等になるよう傘の移動を行うこと。 

    ④巡回中に犬猫の糞など汚物を発見した場合は、速やかに除去し可燃ごみとし 

     てごみ箱に捨てること。 

 (6) 緊急時の対応業務 

  ア 火災発生時の対応 

   ①火災警報器が鳴った場合は、別館受付又は別館地下１階の中央監視室にある 

    火災受信盤を見て現場に急行し、火災の有無を確認すること。 

   ②火災を確認した場合は、自ら又は他の警備員や中央監視室員と連携し、放設 

    設備により在館者への通報及び指示を行うこと。 

   ③消火器及び消火栓により初期消火を行うこと。 

   ④甲が指定する職員へ通報すること。 

  イ 地震発生時の対応 

   ①自ら又は他の警備員や中央監視室員と連携し、館内放送及び誘導による在館 

    者の保護を行うこと。 

   ②震度４以上の地震発生時には、庁舎内及び構内を巡回し以上の有無を確認の 

    うえ、甲が指定する職員に報告すること。 

   ③津波警報が発令された場合は、別館は津波一時避難ビルに指定されているた 

    め、避難者の誘導を行うこと。 

１２ その他 

  業務の状況に応じ、この仕様書に記載されていない事項で、庁舎管理上必要と認 

 められる事項がある場合は、甲、乙協議のうえ実施について決定するものとし、軽

微な事項については、契約金額の範囲内で実施するものとする。 
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